医療法人の設立認可申請書類の作成上の留意点
０　はじめに

· 医療法人の設立を希望する場合は、管轄保健所または県庁に連絡すること。その際に法人名称の確認を行うこと。

１　全般

· 用紙はＡ４版に統一し、横書き左とじとすること。 
· 使用文字は、原則として当用漢字とすること。
· 書類は下記提出日に所管保健所まで提出すること。
· 原稿提出日　申請書を２部提出すること。 

· 正副本提出日　主たる事務所所在地を所管する保健所に３部（正本１部、副本２部）提出すること。 
· 保健所へ提出したうちの副本１部は設立認可書を添付して交付する。交付後速やかに登記を行い、登記完了届を提出すること。 
· 提出する３部のうち正本以外のものについては、証明書、謄本類は写しでも差し支えないが、その場合には設立代表者名で原本証明が必要である。 
· 契約書、確定申告書等、原本を添付できないものは、必ず設立代表者の原本証明をすること。 
· 証明書類がＡ４版より小さい場合は、台紙に貼って、提出すること。 
· 設立代表者、社員、役員の署名は自筆によるものとすること。また、記名押印による場合は、印鑑登録証明書を添付し、押印は、すべて印鑑登録してある印鑑を使用すること。 

· 提出期限は厳守すること。（遅れた場合は次回へ繰り越すこととなる）
２　法人名称

· 法人名は、岐阜県内で既に使われていないこと。 
· 社団の場合は、「医療法人○○○」「医療法人社団○○○」のどちらでもよい。 
· 財団の場合は、「医療法人財団○○○」とすること。 
３　事務所及び開設する医療施設の所在地

· 表記は省略しないこと。（例：「藪田南二丁目１番１号」○、「藪田南２－２－１」×）
・ （「丁目」の前に入る数字は漢数字とし、「番」「号」等の前の数字は算用数字とすること） 

· 所在地がビル内である場合、ビル名、階数（または室番号）まで記載すること。 
４　設立者、社員及び役員の氏名等 

· 氏名等の表記は、添付する身分証明書等の公的書類のとおり正確に記載すること。 
５　定款（寄附行為） 

· 社団の場合は「定款」を、財団の場合は「寄附行為」を作成すること。
· 原則として、モデル定款（寄附行為）を用いること。 
· 役員数の上下幅は大きすぎないか。（上限は下限の２倍以内とすること）
· 法人、医療施設の名称及び所在地が、他の添付書類と一致していること。
· 会計年度が、事業計画・予算書と一致していること。 
· 附則に記載された役員が、総会で議決された役員及び役員就任承諾書の氏名と一致していること。 

６　財産目録 
· 原則、現物拠出（寄附）をすること。（医療法第４１条第１項）
· 基準日等は、下記のとおりする。（提出日が土日祝の場合は翌日とする） 
	設立認可月
	財産目録基準日
	原稿提出日
	正副提出日

	７月
	１２月３１日
	３月末日
	６月１日

	１１月
	  ４月３０日
	７月末日
	１０月１日

	３月
	  ８月３１日
	１１月末日
	２月１日


· 基本財産と通常財産に分けること。 
· 基本財産は設立時出資された不動産若しくは設立時賃借している不動産の保証金とする。
· 保証金を基本財産とする場合、賃料２ヶ月以上の保証金が必要。
· 基本財産は、内容が定款に記載されていること。 

· 病院（診療所）毎に区分し、小計を付けること。 

· 末尾に合計額を記載すること。 

· 医業未収金を拠出（寄附）する場合、社保、国保等の別と該当する診療月を記載すること。
· 拠出に適しているか。（法人の運営に無関係の財産が拠出されていないか）
· 拠出者に権利（本権）が所在するのか。　
· 評価は適正か。 
· 不動産：不動産鑑定士による評価証明書（価格時点は基準日） 

Ⅱ　動産：基準日現在の簿価 

Ⅲ　預金：基準日現在の残高証明書

Ⅳ　医業未収金：基準日の月及び前月の昨年実績推計値 

Ⅴ　法人に引き継ぐ負債：基準日現在の負債残高証明書及び債務引継承認書 

· 確実であるか。
· 未成年者も出資をなし得るが、法定代理人の同意を得る必要があるので、出資申込書に法定代理人も連署すること。
７　設立総会議事録 

· 開催日は、基準日または以降とすること。 
· 設立者は全員出席しているか。
· 原則として、設立者が社員となること。
· 必要事項の議決もれはないか。
· 設立者以外の者が役員に選任される場合は、「議長は○○○○を隣室から呼び入れた」等の文言を追加し、内容の整合を図ること。
· 不動産賃貸借契約の承認に係る記載は、契約の内容に合わせて例文を変えること。
· 院長所有の不動産を賃借する場合。（「改めて賃貸借契約を締結」→「新たに賃貸借契約を締結」） 
· 既存の賃貸借契約を覚書で読み替える場合。（「賃貸借契約書案を示し」→「賃貸借契約書と覚書案を示し」） 

８　開設しようとする医療施設の概要 

· 名称、所在地、建物の構造、面積については定款、登記事項証明書等と照合する。
· 従事者について 

· 予算書の職員給与費内訳書との整合をとること。 

９　施設の案内図 

· 医療施設周辺の地図で、最寄駅、主要道路、目標物を含む範囲とすること。（道路地図、住宅地図のコピーに医療施設をマーキングしたもので可） 
１０　施設の配置図 

· 敷地と建物の位置関係を示した図面。
· 敷地が複数の筆にまたがる場合は、公図も添付すること。 

· 雑居ビル等の一室で開設する場合は、添付省略可。
１１　施設の平面図 

· 建物内部の図面で、構造、出入口、用途などがわかるものであること。
· 法人設立に当たって、構造等を変更する場合には、あらかじめ所管保健所の確認を受けておくこと。
· 一戸建てで理事長等の自宅が併設されている場合は、医療施設部分と自宅部分を朱線等で明確に区分すること。
· 雑居ビル等の一室で開設する場合は、当該フロア部分の平面図を添付すること。 

１２　登記事項証明書（全部証明）
· 医療施設の土地（敷地すべて）及び建物について添付すること。
· 雑居ビル等の一室で開設する場合は、土地は添付省略可。
· 申請日の３か月以内のものであること。 

１３　不動産賃貸借契約書

（新たに締結する場合）

· 借主は、「医療法人○○○　設立代表者○○○○」とすること。
· 特約条項として、「本契約は、借主（乙）が岐阜県知事に申請中の医療法人の設立が認可され、設立登記がなされた日をもって発効するものとし、同法人が成立の上は、借主（乙）の表示は「医療法人○○○　理事長○○○○（法人所在地）」と読み替えるものとする。」の記載があること。 

· 契約日は、設立総会開催日以降であること。
· 契約期間は、医業経営の継続性の観点から、１０年以上が望ましい。 

（既契約を継続する場合） 

· 借主を医療法人に引き継ぐ旨の覚書を締結すること。その場合、原賃貸借契約の貸主、借主、医療法人設立代表者の三者契約とすること。
· 原賃貸借契約書（写）と覚書（写）の両方を添付すること。 

（その他の留意事項）

· 社員又は役員、もしくはその親族からの賃借の場合は、賃借料が妥当であることの客観的説明書を添付すること。
· 転貸等により、登記上の所有者と貸主が異なる場合は、所有者からの賃貸借契約書の写し、または所有者と貸主が異なることの状況説明書（所有者が記載事項について相違ないことを認める記述と署名又は記名押印が必要）も添付すること。 
· 社員又は役員からの賃借で、当該物件に担保権が設定されている場合は、それを抹消することが望ましい。
· 貸主と登記簿上の所有者は一致すること。
１４　管理者 

· 医師免許証又は歯科医師免許証の写しを添付すること。
· 理事長が管理者にならない場合は、その理由書と理事長の医師（歯科医師）免許証（写）も添付すること。 

１５　事業計画 

· 事業計画は予算に関連するので予算書と一致させること。
· 法人設立予定月から会計年度末日までを初年度とし、２年度分作成すること。ただし、初年度が６ヶ月に満たない場合は、３年度分作成すること。
· 当該年度に行おうとする事業計画、建築計画、物品購入計画、病床計画、資金計画、債務の弁済計画、職員採用計画、研修計画、収支見込等のうち該当するものを箇条書きすること。 

１６　予算書 （２年または３年）
· 法人設立予定月から会計年度末日までを初年度とし、２年度分作成すること。 ただし、初年度が６ヶ月に満たない場合は、３年度分作成すること。
· 「職員給与費」及び「役員報酬」については、内訳書を添付すること。
· 複数の医療施設がある場合は、施設ごとに収入・支出の表を作成し、法人全体の総括表も添付すること。
· 医業収入や各費用の算定は妥当か。個人開設時の収支実績と比較してどうか。（大幅な伸び率を見込む場合は、その根拠を示すこと）
· ２ヶ月分以上の運転資金を確保しているか。
・財産目録に記載された「現金・預金」及び「医業未収金」は、「拠出金」として初年度の収入に計上すること。
・拠出が現・預金等の流動資産に限られる場合は、医療施設不動産や医療用器械備品等の賃借料、買取費用が支出として計上されているか。 

· 「支払利息」「借入元金返済」は、負債の償還計画と一致しているか。
· 基準日時点で２年間以上実績を有している一人医師医療法人については予算総括表のみで可。

· 確定申告書と予算書を突合し、著しく大幅な伸びがないか確認すること。

１７　履歴書 

· 設立者及び社員・役員就任予定者について添付すること。
· 役員の欠格事由に該当していないことを明記すること。 
· 就任予定者による署名又は記名押印がなされていること。
· 議事録開催日または以前とすること。
１８　委任状　
· 基準日現在で２年開業の実績がある場合は添付省略可。
· 日付は議事録開催日とすること。
１９　役員の就任承諾書、管理者就任承諾書
· 就任予定者による署名又は記名押印がなされていること。
· 日付は議事録開催日とすること。
